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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第81期及び第81期第３四半期連結累計期

間は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、第82期第３四半期連結累計期間は潜在株式が存在

しないため、それぞれ記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第81期

第３四半期
連結累計期間

第82期
第３四半期
連結累計期間

第81期

会計期間
自  平成23年４月１日

至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日

至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日

至  平成24年３月31日

売上高 （百万円） 1,029,407 1,370,725 1,517,105 

経常利益 （百万円） 28,713 63,427 37,277 

四半期（当期）純利益 （百万円） 36,756 53,136 38,453 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 28,071 64,747 44,474 

純資産額 （百万円） 435,165 508,924 451,607 

総資産額 （百万円） 1,286,513 1,440,595 1,352,532 

１株当たり四半期（当期） 
純利益金額 

（円） 47.10 68.08 49.27 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 

（円） － － － 

自己資本比率 （％） 33.7 35.2 33.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △492 111,284 54,865 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △3,684 △46,678 △26,602 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 30,708 △43,913 2,586 

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

（百万円） 248,024 304,644 258,084 

回次
第81期

第３四半期
連結会計期間

第82期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日

至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日

至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 5.13 16.27 
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 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当第３四半期連結累計期間において、エコテクノロジーカ

ンパニーが展開する風力発電システム事業を譲渡いたしました。 

  なお、主要な関係会社における異動はありません。 

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、又は、締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間の売上高につきましては、自動車売上台数の増加などにより、１兆3,707億

円と前年同期比3,413億円（33.2％）の増収となりました。 

利益面につきましては、売上高の増加に伴い、営業利益が734億円と前年同期比455億円（163.4％）の

増益となり、経常利益につきましても、634億円と前年同期比347億円（120.9％）の増益となりました。

また、四半期純利益につきましては、531億円と前年同期比164億円（44.6％）の増益となりました。  

  
第３四半期連結累計期間のセグメントの状況は以下のとおりです。 

① 自動車事業部門 

国内におけるスバルの登録車販売は、「インプレッサ」の販売が前年を大きく上回ったことに加

え、「レガシィ」、「SUBARU BRZ」が販売台数の上積みに寄与したことにより、売上台数は77千台と

前年同期比25千台（48.2％）の増加となりました。  

一方、軽自動車につきましては、乗用系車種が堅調に推移するものの、商用系車種による落ち込み

をカバーできず、売上台数は35千台と前年同期比27千台（44.0％）の減少となりました。  

これらの結果、国内における売上台数の合計は112千台と前年同期比２千台（2.0％）の減少となり

ました。  

海外につきましては、「インプレッサ」を中心として販売が好調に推移したことに加え、震災影響

から回復したことなどにより、全地域で前年同期の売上台数を上回りました。  

地域別の売上台数は、北米で283千台と前年同期比76千台（36.5％）の増加、ロシアを含む欧州で48

千台と前年同期比13千台（36.2％）の増加、豪州で28千台と前年同期比４千台（17.2％）の増加、中

国で40千台と前年同期比３千台（7.2％）の増加、その他地域で15千台と前年同期比２千台（12.4％）

の増加となりました。  

これらの結果、海外における売上台数の合計は415千台と前年同期比97千台（30.5％）の増加となり

ました。  

以上の結果、国内と海外の売上台数の合計は527千台と前年同期比95千台（21.9％）の増加となり、

全体の売上高は、１兆2,717億円と前年同期比3,313億円（35.2％）の増収となりました。また、セグ

メント利益につきましても、674億円と前年同期比422億円（167.6％）の増益となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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② 航空宇宙事業部門 

  防衛省向け製品では、多用途ヘリコプター「UH-1J」の契約終了等により売上高は前年同期を下回り

ました。  

一方、民間向け製品では、「ボーイング777」、「ボーイング787」の売上が増加し、売上高は前年

同期を上回りました。  

以上の結果、全体の売上高は636億円と前年同期比85億円（15.5％）の増収となりました。セグメン

ト利益につきましても、38億円と前年同期比23億円（147.2％）の増益となりました。  

  

③ 産業機器事業部門 

震災復興需要に一服感のある国内向けエンジンや発電機の販売が減少したことや、海外向けエンジ

ンの販売が減少したことなどにより、売上高は224億円と前年同期比28億円（11.0％）の減収となりま

した。セグメント利益につきましても、３億円と前年同期比２億円（37.3％）の減益となりました。

  
④ その他事業部門 

風力発電システム事業を株式会社日立製作所へ事業譲渡したことに加え、塵芥収集車「フジマイテ

ィ」の売上台数が前年同期に対し増加したことなどにより、売上高は130億円と前年同期比42億円

（48.0％）の増収となりました。セグメント利益につきましても、15億円と前年同期比８億円

（107.6％）の増益となりました。  

  
(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、１兆4,406億円と前期末に比べ881億円の増加となりまし

た。主な要因は、現金及び預金が645億円減少したものの、有価証券が1,185億円増加したことに加え、

新たに海外の販売子会社を連結範囲に含めたことによる資産の増加があったことなどであります。  

負債につきましては、9,317億円と前期末に比べ307億円の増加となりました。主な要因は、支払手形

及び買掛金と電子記録債務を合わせた仕入債務が56億円増加したことなどであります。  

純資産につきましては、5,089億円と前期末に比べ573億円の増加となりました。主な要因は、四半期

純利益を計上したことなどにより、利益剰余金が457億円増加したことであります。  

  
(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、3,046億円と

なりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の増加は1,113億円（前年同四半期連結累計期間は５億円の減少）となりました。

主な要因は、税金等調整前四半期純利益を617億円計上したことに加え、売上債権の減少209億円があっ

たことなどであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の減少は467億円（前年同四半期連結累計期間は37億円の減少）となりました。主

な要因は、有形固定資産の取得による支出（売却による収入との純額）371億円などであります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の減少は439億円（前年同四半期連結累計期間は307億円の増加）となりました。

主な要因は、社債の償還による支出（発行による収入との純額）100億円に加え、短期借入金の減少175

億円、長期借入金の返済による支出（借入れによる収入との純額）83億円があったことなどでありま

す。  
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した当社グループが対処す

べき課題について重要な変更はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体での研究開発費総額は、35,334百万円です。 

  
(6) 生産、受注及び販売の実績 

① 生産実績 

当第３四半期連結累計期間における自動車セグメントの生産実績は、「インプレッサ」の販売が好

調に推移していることに加え、前年同期は東日本大震災の影響により生産台数が少なかったことなど

により、557,331台と前年同期比25.9％の増加となりました。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 1,500,000,000

計 1,500,000,000

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成24年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年２月14日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 782,865,873 782,865,873 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数は1,000株
であります。 

計 782,865,873 782,865,873 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金 
増減額 
(百万円) 

資本金 
残高 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成24年12月31日 － 782,865,873 － 153,795 － 160,071 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿に

よる記載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成24年12月31日現在 

 
（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株含まれており

ます。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含ま

れております。 

  
② 【自己株式等】 

平成24年12月31日現在 

 
（注）富士機械株式会社の他人名義所有株式400,000株は、同社が退職給付信託（日本トラスティ・サ

ービス信託銀行株式会社[東京都中央区晴海１丁目８－11]（三井住友信託銀行再信託分・富士機

械株式会社退職給付信託口）名義分）に拠出したものであります。 

  

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式）  
－

権利内容に何らの限
定のない当社におけ
る標準となる株式   普通株式 2,009,000 

（相互保有株式）  
－ 同上

  普通株式 400,000 

完全議決権株式（その他）  778,428,000 778,428 同上

単元未満株式  2,028,873 － 同上

発行済株式総数  782,865,873 － －

総株主の議決権  － 778,428 －

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数

割合(％) 

（自己保有株式） 
富士重工業株式会社 

東京都新宿区西新宿 
１－７－２ 

2,009,000 － 2,009,000 0.26 

（相互保有株式） 
富士機械株式会社 

群馬県前橋市岩神町 
２－24－３ 

－ 400,000 400,000 0.05 

計 － 2,009,000 400,000 2,409,000 0.31 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成

しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月

１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けており

ます。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 237,614 173,090

受取手形及び売掛金 ※2  117,062 ※2  102,458

リース投資資産 21,865 21,285

有価証券 31,635 150,089

商品及び製品 121,686 148,919

仕掛品 56,143 53,014

原材料及び貯蔵品 33,715 37,183

繰延税金資産 17,399 21,963

短期貸付金 78,788 87,414

その他 48,019 43,665

貸倒引当金 △1,395 △1,482

流動資産合計 762,531 837,598

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 113,359 112,329

機械装置及び運搬具（純額） 99,222 108,775

土地 171,920 172,963

賃貸用車両及び器具（純額） 12,361 10,265

建設仮勘定 12,023 14,012

その他（純額） 17,206 15,828

有形固定資産合計 426,091 434,172

無形固定資産   

その他 11,818 12,850

無形固定資産合計 11,818 12,850

投資その他の資産   

投資有価証券 77,714 81,933

繰延税金資産 1,873 4,385

その他 ※1  76,089 ※1  73,187

貸倒引当金 △3,584 △3,530

投資その他の資産合計 152,092 155,975

固定資産合計 590,001 602,997

資産合計 1,352,532 1,440,595
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2  251,043 ※2  226,262

電子記録債務 － 30,362

短期借入金 71,040 71,894

1年内返済予定の長期借入金 23,786 25,663

1年内償還予定の社債 20,010 10

未払法人税等 4,600 5,787

未払費用 69,437 73,962

賞与引当金 16,478 8,511

製品保証引当金 28,861 31,886

工事損失引当金 2,841 2,700

事業譲渡損失引当金 4,177 3,840

その他 69,362 100,440

流動負債合計 561,635 581,317

固定負債   

社債 4,070 14,065

長期借入金 222,074 211,949

繰延税金負債 22,740 24,457

退職給付引当金 33,950 34,835

役員退職慰労引当金 469 446

その他 55,987 64,602

固定負債合計 339,290 350,354

負債合計 900,925 931,671

純資産の部   

株主資本   

資本金 153,795 153,795

資本剰余金 160,071 160,071

利益剰余金 188,538 234,256

自己株式 △1,259 △1,270

株主資本合計 501,145 546,852

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 18,966 22,397

為替換算調整勘定 △69,809 △61,703

その他の包括利益累計額合計 △50,843 △39,306

少数株主持分 1,305 1,378

純資産合計 451,607 508,924

負債純資産合計 1,352,532 1,440,595
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 1,029,407 1,370,725

売上原価 826,713 1,091,449

売上総利益 202,694 279,276

販売費及び一般管理費 174,840 205,908

営業利益 27,854 73,368

営業外収益   

受取利息 817 1,032

受取配当金 605 779

持分法による投資利益 1,151 61

不動産賃貸料 388 450

為替差益 1,023 －

デリバティブ評価益 1,489 －

その他 1,479 377

営業外収益合計 6,952 2,699

営業外費用   

支払利息 2,878 2,575

為替差損 － 1,552

デリバティブ評価損 － 6,382

その他 3,215 2,131

営業外費用合計 6,093 12,640

経常利益 28,713 63,427

特別利益   

固定資産売却益 ※1  26,471 465

投資有価証券売却益 584 479

国庫補助金 － 1,725

貸付債権譲渡益 － 325

その他 122 ※2  826

特別利益合計 27,177 3,820

特別損失   

固定資産除売却損 854 1,558

減損損失 63 36

災害による損失 ※3  7,257 －

固定資産圧縮損 － 1,725

事業譲渡損失引当金繰入額 － 936

その他 675 ※4  1,250

特別損失合計 8,849 5,505

税金等調整前四半期純利益 47,041 61,742

法人税等合計 10,242 8,532

少数株主損益調整前四半期純利益 36,799 53,210

少数株主利益 43 74

四半期純利益 36,756 53,136
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 36,799 53,210

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 670 3,431

為替換算調整勘定 △9,254 8,104

持分法適用会社に対する持分相当額 △144 2

その他の包括利益合計 △8,728 11,537

四半期包括利益 28,071 64,747

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 28,033 64,673

少数株主に係る四半期包括利益 38 74
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 47,041 61,742

減価償却費 42,551 43,207

減損損失 63 36

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,166 △8,026

製品保証引当金の増減額（△は減少） 548 1,594

工事損失引当金の増減額（△は減少） △209 △141

退職給付引当金の増減額（△は減少） 459 740

受取利息及び受取配当金 △1,422 △1,811

支払利息 2,878 2,575

デリバティブ評価損益（△は益） △1,489 6,382

持分法による投資損益（△は益） △1,151 △61

固定資産除売却損益（△は益） △25,617 1,093

売上債権の増減額（△は増加） △25,276 20,885

たな卸資産の増減額（△は増加） △60,894 △19,753

仕入債務の増減額（△は減少） 51,832 3,468

リース投資資産の増減額（△は増加） 1,471 580

営業貸付金の増減額（△は増加） △10,115 △6,769

賃貸用車両及び器具の増減額（△は増加） 2,580 524

預り金の増減額（△は減少） 1,994 2,272

その他 △8,400 14,985

小計 8,678 123,522

利息及び配当金の受取額 1,613 1,811

利息の支払額 △2,752 △2,561

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △8,031 △11,488

営業活動によるキャッシュ・フロー △492 111,284

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △4,583 △5,844

有価証券の売却による収入 2,616 3,617

有形固定資産の取得による支出 △34,995 △37,946

有形固定資産の売却による収入 34,392 813

無形固定資産の取得による支出 △2,121 △3,373

投資有価証券の取得による支出 △11,541 △10,580

投資有価証券の売却による収入 10,019 8,672

貸付けによる支出 △62,001 △68,654

貸付金の回収による収入 63,186 67,510

その他 1,344 △893

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,684 △46,678
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △11,689 △17,514

長期借入れによる収入 79,085 4,868

長期借入金の返済による支出 △9,235 △13,177

社債の発行による収入 － 10,000

社債の償還による支出 △20,005 △20,005

配当金の支払額 △6,986 △7,362

その他 △462 △723

財務活動によるキャッシュ・フロー 30,708 △43,913

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6,244 4,547

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 20,288 25,240

現金及び現金同等物の期首残高 227,704 258,084

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

32 21,320

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  248,024 ※1  304,644
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

 
  

【会計方針の変更等】 

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 
  

  

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更 

スバル オブ チャイナ ＬＴＤ．他３社は、重要性が増したことにより、第１四半期連結会計期間より連

結の範囲に含めております。 

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更 

スバル オブ チャイナ ＬＴＤ．他１社は、重要性が増したことにより、第１四半期連結会計期間より持

分法適用の範囲から連結の範囲に変更しております。 

 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以降

に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 
この変更による、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える

影響は軽微であります。 

 当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

税金費用の計算 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等合計に含めて表示しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

前連結会計年度（平成24年３月31日）及び当第３四半期連結会計期間（平成24年12月31日） 

※１  当社は、平成22年１月15日に東京地方裁判所に対し、国を被告として、防衛省向け戦闘ヘリコプター

ＡＨ－64Ｄの製造に当たり、初度費（日本仕様への変更のために支払った金額など）未回収分等の支払

い35,124百万円を求める訴訟を提起しました。 

   当社が支払った初度費の未償還額23,954百万円は投資その他の資産の区分のその他に計上しており、

訴訟金額には投資その他の資産の区分のその他に計上した初度費の未償還額以外に、当社の仕入先が支

払った初度費の未償還額、消費税などが含まれております。 

  

※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

  
 

  

 ３  偶発債務 

連結会社以外の者の、金融機関等からの借入に対して債務保証を行っております。 

  
 

  

 ４  手形割引高 

  
 

  

  

  

 
前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成24年12月31日)

受取手形 605百万円 598百万円 

支払手形 229百万円 146百万円 

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

従業員 16,751百万円 従業員 15,291百万円 

スバル カナダ インクの取引先 15,512百万円 スバル カナダ インクの取引先 15,035百万円 

その他 6,337百万円 その他 7,962百万円 

計 38,600百万円  38,288百万円 

 
前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成24年12月31日)

輸出手形割引高 905百万円 795百万円 
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(四半期連結損益計算書関係) 

※１  固定資産売却益 

前第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

固定資産売却益のうち、26,137百万円は当社と当社の連結子会社であるスバル興産株式会社が新宿ス

バルビルおよび同敷地を小田急電鉄株式会社に売却したことによるものであります。 

  

※２  その他特別利益 

当第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

その他特別利益のうち、775百万円は航空宇宙事業において過年度にその他特別損失（たな卸資産評

価損）を計上したたな卸資産の売却に伴う戻入等であります。 

  

※３  災害による損失 

前第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

災害による損失は東日本大震災によるものであり、主に操業等低下分の固定費用であります。 

  

※４  その他特別損失 

当第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

その他特別損失のうち、1,099百万円はクリーンロボット事業において過年度に受給した委託研究費

及び助成金の返還に伴うものであります。 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は

次のとおりであります。 

  

 
  

(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日） 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日） 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年12月31日)

現金及び預金 172,409百万円 173,090百万円 

有価証券 82,623百万円 150,089百万円 

短期貸付金 70,505百万円 87,414百万円 

小計 325,537百万円 410,593百万円 

預入期間が３か月超の定期預金 △170百万円 △6,271百万円 

MMF及びCP以外の有価証券 △6,838百万円 △12,264百万円 

現先以外の短期貸付金 △70,505百万円 △87,414百万円 

現金及び現金同等物 248,024百万円 304,644百万円 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日 
第80期 定時株主総会 

普通株式 3,513 4.5 平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金 

平成23年11月１日 
取締役会 

普通株式 3,514 4.5 平成23年９月30日 平成23年12月５日 利益剰余金 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日 
第81期定時株主総会 

普通株式 3,514 4.5 平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金 

平成24年10月30日 
取締役会 

普通株式 3,904 5.0 平成24年９月30日 平成24年12月４日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

 
(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、塵芥収集車製造、特殊車両製

造、不動産賃貸業等を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

当第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

 
(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、塵芥収集車製造、特殊車両製

造、不動産賃貸業等を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

  

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３自動車 航空宇宙 産業機器 計

売上高         

  外部顧客への売上高 940,383 55,118 25,137 1,020,638 8,769 1,029,407 － 1,029,407 

  セグメント間の内部
売上高又は振替高 

1,920 － 78 1,998 9,302 11,300 △11,300 － 

計 942,303 55,118 25,215 1,022,636 18,071 1,040,707 △11,300 1,029,407 

セグメント利益 25,202 1,533 456 27,191 715 27,906 △52 27,854 

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３自動車 航空宇宙 産業機器 計

売上高         

  外部顧客への売上高 1,271,731 63,641 22,376 1,357,748 12,977 1,370,725 － 1,370,725 

  セグメント間の内部
売上高又は振替高 

2,362 － 21 2,383 10,727 13,110 △13,110 － 

計 1,274,093 63,641 22,397 1,360,131 23,704 1,383,835 △13,110 1,370,725 

セグメント利益 67,445 3,790 286 71,521 1,484 73,005 363 73,368 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期連結累計期間は希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため、当第３四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため、それぞれ記載してお

りません。 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 47円10銭 68円08銭 

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 36,756 53,136 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 36,756 53,136 

普通株式の期中平均株式数(千株) 780,381 780,457 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要 

平成16年６月25日定時株主総
会決議による新株予約権（前
連結会計年度末における新株
予約権の数1,254個）は、平
成23年７月31日で行使期間が
終了しております。 
 行使数   205個 
 失効数  1,049個 

－ 
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(重要な後発事象) 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成24年10月１日 至 平成24年12月31日） 

（塵芥収集車事業の事業譲渡） 

当社は、エコテクノロジーカンパニーが展開する塵芥収集車事業を平成25年１月１日に新明和工

業株式会社に譲渡いたしました。 

(1) 事業分離の概要 

① 分離先企業の名称 

新明和工業株式会社 

② 分離した事業の内容 

当社の塵芥収集車事業 

③ 事業分離を行った主な理由 

本事業譲渡により、自動車をはじめとした他事業への経営資源の集中を図ります。 

④ 事業分離日 

平成25年１月１日 

⑤ 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項 

受取対価を現金等の財産のみとする事業譲渡 

(2) 実施した会計処理の概要 

 本事業譲渡に伴う損失は、前連結会計年度及び当第３四半期連結会計期間において事業譲渡損

失引当金繰入額を計上しております。 

(3) 分離した事業が含まれていた報告セグメント 

報告セグメントには含まれず、「その他」に区分しております。 

(4) 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の 

  概算額 

  累計期間   

売上高   3,544百万円 

（合弁契約の締結） 

当社は、平成25年１月16日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるスバル オブ チャ

イナ ＬＴＤ．を、龐大汽貿集団股份有限公司との合弁会社へ移行する契約を締結することを決議

し、平成25年１月17日付で合弁契約を締結いたしました。 

(1) 目的 

 中国における自動車販売子会社を合弁会社化することで、当社は現地販売への関与を高め、販

売体制の強化を図ります。これにより中国市場における販売台数の更なる伸長を目指します。 

(2) 契約の相手会社の名称 

龐大汽貿集団股份有限公司 

(3) 契約締結の時期 

平成25年１月17日 

(4) 契約の内容 

スバル オブ チャイナ ＬＴＤ．の資本金につき増資を行い、合弁会社化します。 

① 増資後の出資額及び出資比率 

当社            1,770百万円（60％） 

龐大汽貿集団股份有限公司  1,180百万円（40％） 

② 増資日 

平成25年４月を予定しております。 

(5) 契約の締結が営業活動へ及ぼす重要な影響 
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平成24年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(1) 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・3,904百万円 

(2) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・５円00銭 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・平成24年12月４日 

（注）平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払い

を行っております。 

 上記(1)に記載の通り、中国における自動車販売体制を強化することで、販売台数の更なる伸長

を目指します。なお、平成25年３月期の連結業績に与える重要な影響はありません。 

 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成25年２月14日

富士重工業株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている富
士重工業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
（平成24年10月１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成
24年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを
行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、富士重工業株式会社及び連結子会社の平成
24年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ
ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    橋本 正己 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    森本 泰行 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    福島  力 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 


	第３四半期報告書
	表紙
	目次
	扉
	第一部　【企業情報】
	第１　【企業の概況】
	１　【主要な経営指標等の推移】
	２　【事業の内容】

	第２　【事業の状況】
	１　【事業等のリスク】
	２　【経営上の重要な契約等】
	３　【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３　【提出会社の状況】
	１　【株式等の状況】
	（1） 【株式の総数等】
	（2） 【新株予約権等の状況】
	（3） 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（4） 【ライツプランの内容】
	（5） 【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（6） 【大株主の状況】
	（7） 【議決権の状況】

	２　【役員の状況】

	第４　【経理の状況】
	１　【四半期連結財務諸表】
	（1） 【四半期連結貸借対照表】
	（2） 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
	（3） 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

	２　【その他】


	第二部　【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書




